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VIX Index (CBOE SPXボラティリティ指数) 

VIX指数はマクロ・イベントに大きく反応する傾向 

不確実性の高まる金融市場 
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英国国民投票による 
英国のEU離脱決定

(Brexit) 

米大統領選挙 
(トランプ政権誕生) 

米通商政策を背景とした 
貿易摩擦の激化 

中国の景気減速懸念 
原油価格の急落 

米雇用統計を受けた、 
米利上げ加速への懸念 

米長期金利が 
約7年ぶりの水準

まで上昇 
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米国政策金利 

3.23% 

米国債10年 

 
金融政策の正常化が、新興国市場に影響 

米国の金融政策は正常化へ 新興国通貨の下落 
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米国金利は約7年ぶり
の水準 

米国の金利上昇に伴い
新興国通貨は下落 
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2019年3月期3Qの状況 
(2018年11月末現在) 

 10月はホールセール部門中心に順調なスタートを切ったものの、11月に入り、個人投資家、機関投資家ともに
急激に顧客アクティビティが低下 ～足元は厳しい状態が継続 

2017年4月を100として指数化 人民元 

インド・ルピー 

トルコ・リラ 
アルゼンチン・ペソ 

インドネシア・ルピア 
ブラジル・レアル 
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＜成果＞ 
営業部門の顧客資産残高、ストック収入は着実に増加 

顧客資産残高は過去最高水準を更新 ストック収入、ストック収入費用カバー率も着実に増加 
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＜成果＞ 
営業部門：お客様本位の業務運営 

1. 投信の平均保有期間は、投信の顧客資産残高を投信の売却金額で除したもの。2014年3月期以降のデータはオンラインによる売却、ブルベアの売却を除く 
2. 2018年3月末時点で、投資信託を保有している個人のお客様が対象。トータルリターン/2018年3月末の時価で計算。期間：2013年4月～2018年3月。上場ETF、上場REIT、公社債投信、私募投信等は除く 
3. 各社の「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPI」の公表数値(2018年3月末)より当社にて作成 
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投信の平均保有期間は長期化1 共通KPIにおける投信の運用損益別顧客比率各社一覧3 

(年) 

2 



＜成果＞ 
営業部門：お客様本位の業務運営 

1. 縦軸の点数は、各社スコアそのものの値ではなく、業界平均値からの乖離値 7 

2018年個人資産運用顧客満足度調査(J.D. パワージャパン) 顧客満足度調査 総合満足度指数推移1 (J.D.パワージャパン) 
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  手数料･ 
金利 店舗施設 問題解決 

総合満足度評価6項目 

当社は全6項目で最高評価 

 対面証券部門において、7年連続1位 受賞 

「すべてはお客様のために」という基本観が定着 



＜成果＞ 
グループを挙げてコンサルティング・ビジネスの基盤を整備 

8 1. 野村證券不動産業務部が取扱った国内売買の紹介・共同仲介に基づく。決済月ベース 
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一方で、課題も顕在化 
営業部門ではブローカレッジ収入が落ち込み、業績が低迷 

ブローカレッジ収入の減少をストック収入の伸びで補えていない 

硬直的なコスト水準もあり、部門利益が落ち込み 
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ストック収入 

ブローカレッジ
収入 

(含：販売報酬) 

2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 
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リタイアメント層は入金となるも、65歳以上から出金の傾向 

一方で、課題も顕在化 
現金本券差引の積み上がりが出来ていない 

過去2年間は現金本券差引1のマイナスが継続 
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＜成果＞  
アセット・マネジメント部門の運用資産残高は過去最高 

運用資産残高は過去最高を更新 資金流入も継続 
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(兆円) 

2020年3月期に 
向けたKPI 

(兆円) 

累計資金流入額(12年4月
以降)：16.2兆円 



アメリカン・センチュリー・インベストメンツ社(ACI)との連携の成果 

1. ノムラ・コーポレート・リサーチ・アンド・アセット・マネジメント 

両社の強みを活かした双方向のプロダクト供給、顧客紹介を推進 

投資顧問および海外ビジネス 
 年金基金や海外顧客にACIのグローバル株式、グローバル債券を提供 

投資信託ビジネス 
 ACI運用投信をリテール顧客に提供 
   (インパクト投資、米国株、グローバルREIT等) 
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NCRAM1によるハイ・イールド・ファンドの運用受託、商品供給 
 ターゲット・デート・ファンドのハイ・イールド債運用等 
 米国リテール投資家向けにも販売 

両社連携の成果 

約44億ドル 
(2018年11月末) 

運用残高：約1,650億円 
(2018年11月末) 

米国企業株式等に投資する「米国バリュー・ストラテジー・ファンド」 

残高：約32億ドル 

残高：約12億ドル 

世界の医療テクノロジー、バイオテクノロジー関連株式等

に投資する「野村ACI先進医療インパクト投資」 



＜成果＞  
ホールセール部門：収益性の改善と、リスク・コントロール 

1. 各年の月次収益の標準偏差を算出し、それを月次平均の収益で除したもの 

ビジネス・ポートフォリオの見直しにより、収益性は改善 リスク・コントロールの徹底 
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一方で、課題も顕在化 
ホールセール部門では、セカンダリー・トレーディング収益が減少 

セカンダリー・トレーディング収益が落ち込んでいる 
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一方で、課題も顕在化 
海外ビジネスの収益性改善は、道半ば 

1. 米国会計原則に基づく「地域別情報」を記載。米国会計原則に基づく「地域別情報」は、その収益および費用の各地域への配分が原則として役務の提供される法的主体の所在国に基づき行われており、当社において経営管理
目的で用いられているものではない 

2. 一時要因：2015年3月期は過去の取引事案に係る引当金(165億円)、2016年3月期はモンテパスキ銀行との和解に伴う影響額(約350億円)、2018年3月期は過去の取引事案に関する引当金(約450億円)、2019年3月期上半
期は過去の取引事案にかかる米国司法省との和解費用(198億円)および中東・北アフリカ地域の清算手続きが進捗したことによる為替換算調整額の認識(-70億円) 

海外の税前利益(損失)1 
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＜選択と集中＞ 
保有株式の売却、金融危機前の負のレガシー整理も進捗 
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保有株式の売却 
(計3,630億円) 

負のレガシーを整理
(計1,760億円) 

2012年12月 
UKアニントン株式売却 

2017年4月 
髙木証券株式売却 

2012年 

2013年 

2014年 

2015年 

2016年 

2017年 

2018年 

2018年10月 
過去の取引事案にかかる米国司法省
との和解(制裁金480百万ドル) 

2015年9月 
モンテパスキ銀行とデリバティブ取引を終了
する旨の和解契約締結(約340億円) 

2018年6月 
FHFAとの係争案件に係る第一審判決が確定
(RMBSを受取る代わりに806百万ドルを支払) 

2013年3月 
野村不動産ホールディン
グス一部株式の売出し 

2018年3月 
朝日火災海上保険株
式の売却 

2016年2～3月 
Chi-X Canada、Chi-X Australia、チャイエックス・
ジャパン、Chi-X Global Technology (HK)の売却 

2014年3月 
だいこう証券ビジネス株式
の一部売却(19億円) 

2014年3月 
ジャフコ株式の一部売却
(108億円) 

2015年11月 
MB投資先である三井
生命株式の売却 

2017年7月 
ジャフコ株式全株売却
(387億円) 

2014年2月 
フォートレス株式の売却
(363.4百万ドル) 



本日のテーマ 

Vision C&Cの進捗状況 

金融業界の将来を決定付ける「メガトレンド」 

2 

3 

今後の持続的成長に向けて 4 

ビジネス環境 1 

資本効率改善に向けた取組み 5 

17 



 
サブプライム問題

を発端とする金融
危機 

 

ユーロ 
危機 

 

 
サブプライム問題

を発端とする金融
危機 

 

ユーロ 
危機 

 

(20)

(10)

0

10

20

30

40

-20

-10

0

10

20

30

40

2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016
0%

20%

40%

2006 2008 2010 2012 2014 2016

全社収益に占めるトレーディング
収益の割合： 

金融危機前の平均3割台半ば 
から、2割程度まで低下 

メガトレンド①：  
バランスシートに依存したビジネスモデルの崩壊 

 
 

1. 競合他社9社：GS, MS, BoAML, Citi, JPM, CS, DB, UBS, Barclays 
2. GS、MS、JPＭ、BoAML、Citi各社ディスクロージャー資料をもとに作成、総収益がマイナスとなるなど異常値を除いて算出 

2000年以降のグローバル金融機関1のレバレッジ、ROE推移 

ROE(左軸) 

レバレッジ(右軸) 

ROE(%) 

米銀の収益構造の変化2 

ウェルス&インベストメント 
マネジメント収益が伸長 
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メガトレンド①：  
グローバルに流動性が枯渇し、ボラティリティが上昇 

1. 出所：Federal Reserve Bank、プライマリー・ディーラーが保有する国債、エージェンシー債、社債、モーゲージ債、コマーシャル・ペーパー等の在庫 
2. 出所：日本証券業協会、財務省、Securities Industry and Financial Markets Association  
3. 出所：日経平均株価とS&P500のボラティリティ指数 

各国中央銀行のバランスシートが拡大 日本・米国国債の流動性が低下2 

ディーラー在庫が減少1 VIX指数3 

(10億ドル) 

2010年を100として指数化  
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日本国債の回転率 米国国債の回転率 
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メガトレンド①： 
電子取引の増加と手数料低下の流れ 

1. 出所：Greenwich Associatesより当社加工 
2. 出所：米国、欧州、香港はGreenwich Associates、日本は当社推計 

電子取引の増加1 株式ハイタッチ・ビジネスの手数料率は低下2 大変革をもたらし得るMiFID-II 

取引執行前 
の透明性 

取引執行後 
の透明性 

最良執行 

レコードキーピング 
& 

レポーティング 

アルゴリズム取引 
の監督 

アンバンドル化 

Bps 

香港 

欧州 

米国 

日本 

市場の取引高における電子取引への集中 

20 

40% 

75% 

44% 45% 

77% 

53% 

米国エクイティ 
(米国) 

為替 
(グローバル 
トップTier) 

米国国債 
(米国) 

2014年 2017年 



小切手文化の残る米国でもデジタル化が確実に進展 

41 

35 

28 

21 

13 

33 

19 

13 

11 

8 

0 20 40

30代 

40代 

50代 

60代 

70代 2010
2016

英国 
 

銀行のチャネル別
アクセス数1 

米国 
 

大手米銀の 
オンライン 
バンキング1 

 
メガトレンド②： 
デジタル・イノベーションの進展～消費者の行動様式の変化 

1.  英国銀行協会、アクセス件数ベース  2 . JPモルガン、バンク・オブ・アメリカ、ウエルズファーゴの開示資料をもとに作成 
3.   各社資料より当社作成 4. 野村総合研究所「NRI生活者1万人アンケート調査(金融編)より当社作成 

欧米における金融サービスのチャネル変化 

21 

46% 

7% 

40% 

7% 
2010 

34% 

43% 

20% 
3% 

2015 

17% 

73% 

8% 2% 

2020(推定) 

 インターネット  モバイルフォン  店舗  電話 
2007-08 2017-18

店舗に代わって、モバイルによるサービス利用が劇的に増加 

わが国の状況 

日本の大手銀行の来店客数も10年間で 
3割～4割減3 

オンライントレードの利用率が各年代で増加 
(投資経験者に占める割合)4 

(%) 
0%

20%

40%

60%

80%

0

20

40

60

80

100

120

4Q11 4Q12 4Q13 4Q14 4Q15 4Q16 4Q17

(百万人) 

デジタル顧客数  うちモバイル顧客数 モバイル比率（右軸） 



FinTechの出現 

消費者の行動様式の変化(利便性の追求、低価格志向) 

業務の効率化、低コスト化 

ビジネスモデルの在り方を抜本的に見直し 

デジタル・イノベーションの進展 

消費者の行動様式だけでなく、金融機関のビジネスモデルそのものを抜本的に変化させる可能性 

メガトレンド②：  
デジタル・イノベーションの進展がもたらす変化 

22 

異業種からの参入 

金融機関 

消費者(お客様) 
新たな価値 

脅威 

協業 



メガトレンド③：日本における人口動態の変化 

1. 出所： 野村資本市場研究所推計、世代間資産移転は二次相続のみと想定 
2. 出所： 野村資本市場研究所推計、相続財産を金融資産に限定して推計 

個人金融資産の年齢構成の変化1 高齢化・相続による地域別個人金融資産への影響(2016-2030年)2 

75歳~ 

65~74歳  55~64歳  

40~54歳  

20~39
歳 

75歳~  

65~74歳  

55~64歳  

40~54歳  

20~39歳  

2015年 
 

75歳以上 
24% 

2030年 
 

75歳以上 
最大46% 

0%以上 ~ 10%未満  

▲10%以上 ~ ▲0%未満 

▲20%以上 ~ ▲10%未満 

個人金融資産の増減率 

 個人金融資産は三大都市圏、超高齢層により集中する見込み 
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本日のテーマ 

Vision C&Cの進捗状況 

金融業界の将来を決定付ける「メガトレンド」 

2 

3 

今後の持続的成長に向けて 4 

ビジネス環境 1 

資本効率改善に向けた取組み 5 

24 



非伝統的な金融政策の正常化 

トレーディング業務を中心とした 
伝統的な投資銀行業務の崩壊 

成長分野の再確認 

当社の注力・成長分野 

対面によるコンサルティング・
サービス 

デジタル・プラットフォームを活用
したマス層へのアプローチ 

米国におけるプレゼンス拡大 

(少子高齢化、都市部への個人金融資産シフト) 

(消費者行動の変化、マージン低下) 

日本における人口動態の変化 

デジタル化 

25 

メガトレンド 

地政学的リスク(Brexit、米中貿易摩擦等) 
顧客ファイナンシング&ソリュー
ション、アドバイザリーの強化 

成長余力の大きいアジア(特に
中国)でのビジネス展開 

グローバル 

日本 

1 

2 

5 

3 

4 

アジア 

政策、 
地政学的 
トレンド 

顧客ニーズの
変化 



当社が強みを有する分野やビジネスを、選択的に拡大 

ホールセール部門：持続的な成長に向けて 

26 

プロダクト 2018年3月期  
収益 

中期的な 
成長期待 今後の戦略 

アドバイザリー M&A 

エグゼキューション 執行ビジネス 

プライマリー ECM、DCM、ALF 

ソリューション 
ソリューション、 
顧客ファイナンシング 

セカンダリー・ 
トレーディング 

フロー・  
フィクスト・ 
インカム  

マクロ(金利、為替) 
スプレッド・プロダクト(クレジット

、証券化商品) 

エクイティ 
(キャッシュ 

以外) 
エクイティ・プロダクト 

当社のビジネス戦略 

高 
高 

マ
ー
ケ
ッ
ト
・
リ
ス
ク 

低 
米州ビジネスの拡大 

(アドバイザリー、執行ビジネス、
CFS中心) 

 
 

顧客の多様化 
(CFSを通じてファイナンシングやソリュ
ーションにより事業法人や金融機関等

の提供先を拡大) 

デジタル化  
(フロービジネスでのAI活用、 

デジタルアセットのカストディー等)  

1 2 



22% 19% 21% 

4% 7% 11% 
12% 18% 

17% 
24% 

27% 23% 

38% 
29% 28% 

'12.3 '15.3~'16.3 
平均値 

'17.3~'18.3 
平均値 

公的 /政府系ファンド 

 事業法人とのFX取引拡大 

 中国関連のIB業務における基盤拡大 
 アジアでのブロックトレード 

 アジアにおける買収ファイナンス拡大 

 資産流動化ファイナンスなどのバランスシートソ
リューションの提供 

顧客基盤の分散  ～  注力するセクターで拡大を目指す 

顧客の多様化 ～顧客ファイナンシング＆ソリューション(CFS) 

27 

1 

アセット・ 
マネージャー 

銀行 / 保険 

事業法人 

ヘッジファンド 

重点エリア 

プロダクト別の施策 

ソリューション 

ECM 

ALF/DCM 

アセット 
ファイナンス 

リソース配分の 
目標 

2.0倍 
(2018年3月期比) 

今後、基盤拡大を目指す顧客層 

中期的な 
収益期待値 

+250百万ドル 
(2018年3月期比) 



米州ビジネスの拡大：フィープール規模に即したリソースの再配分

と注力分野でのビジネス拡大 

1. 出所: Oliver Wyman、2017年のフィープール 
2. バーゼル3最終化ルールの影響を除く 

ホールセール部門の地域間リソース配分(RWA)を見直し 

28 

注力分野で米州ビジネスを拡大 

優先事項・注力分野 

 ヘルスケア、テクノロジー、コンシューマー・サービス、
FIG等の注力セクターにおけるビジネス拡大 
 

 イン・オーガニックによるビジネス拡大 

アドバイザリー/ 
プライマリー 

ソリューション/ 
ファイナンシング 

 

エクゼキューション
/セカンダリー・ 
トレーディング 

 ビジネス、プロダクトの継続的な拡大と多様化 
 リスク・オリジネーション・ビジネス、クライアント・ソ

リューション・ビジネスの拡大 
 事業法人やスポンサー顧客とのビジネス拡大によ

る顧客基盤の多様化 
 インフラ・ファイナンスの拡大 

 顧客基盤の強化(リアル・マネー、保険会社、銀行、
年金基金) 
 

 コア・フロー・ビジネスのシェア拡大 
 

 低採算ビジネス・エリアの見直し 

2 

 グローバル・フィープール分布に合わせたリソース配分を更に推進 
 ホールセール部門への配分額は抑制する方向 

98 

63 

35 アジア 

欧州 

米州 

17年3月末  18年3月末  18年9月末  18年10月末 

ホールセール 
フィープール1 

(10億米ドル) 
当社ホールセール部門の 

RWA配分枠(兆円) 

将来2 



市場データ 

取引データ 

既存ビジネスでの活用：フロー・ビジネスへのAI活用を推進 

B2B: デジタルを活用した付加価値創造に向けた仕組みづくり(1) 

29 

顧客データ 

ビッグデータ AI /  
ディープ 
ラーニング 

フロー・ 
デスク 

プライシング 

引き合い 

4月： 
AI Lab立上げ 

5-10月： 
イタリア国債のPOC 
(Proof-of-Concept,  
概念実証) 

11-12月： 
本格展開に 
向けた準備 

1月： 
欧州金利プロダクト 
へ本格展開 

2月以降： 
米国、アジアのフロー・プロダクトに 
順次拡大 

2018年 2019年 2020年 

顧客フローの収益力強化 
 

• トレーディング／顧客のリアルタイム・
データを活用 

• プライシングやヘッジ効率を改善 

執行コスト低減 
 

• 執行とヘッジをダイナミックに、かつ、
自動化することにより、執行コストを
改善 

収益性の改善 
 

• 人的リソース(セールス、トレーダー)
への負荷軽減 



機関投資家 

B2B: デジタルを活用した付加価値創造に向けた仕組みづくり(2) 

30 

プラット  
フォームの 

効率化・収益化 

顧客データ 

29,000 

整備した顧客データ数 

セールスフォース 2.0 

1,300 

社内ユーザー数 

14,000+ 

社内ユーザー数 

シンフォニー フェネルゴ 

▲50% 
新規顧客との取引開始
までの平均所要時間 

継続的な顧客ライフ

サイクル管理 

新事業の創出 

顧客データを整備(名寄せ、補完、
最新化)し、データを有効活用 

外部ベンダーの各種営業支援ツールを導入、ワークフロー効率化と顧客 
データ分析をもとにした効率的なマーケティングによりデータ資産を収益化 

安全かつ法規制に準拠したデジタル・アセットのカストディ・サービス提供の研究を開始 

Ledger社 Global Advisors Holdings社 

 デジタルアセットのセキュリティ管理会社 
 仮想通貨のハードウォレットを開発・販売 

 投資顧問会社～2014年からビットコインの 
取扱を開始 

 初の機関投資家向けビットコイン投資戦略を
開発 

http://www.google.co.uk/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjWgdess8vZAhWGwxQKHW3iAOMQjRwIBw&url=http://www.siliconvalleymeetsswitzerland.com/archiv/2017/new_communication/&psig=AOvVaw2_n77ODi0sXU-3kmd4ohFv&ust=1520003207131605


成長分野の再確認 

当社の注力・成長分野 

対面によるコンサルティング・
サービス 

デジタル・プラットフォームを活用
したマス層へのアプローチ 

顧客ファイナンシング&ソリュー
ション、アドバイザリーの強化 

31 

米国におけるプレゼンス拡大 

成長余力の大きいアジア(特に
中国)でのビジネス展開 

グローバル 

日本 

1 

2 

5 

3 

4 

アジア 

政策、 
地政学的 
トレンド 

顧客ニーズの
変化 

(少子高齢化、都市部への個人金融資産シフト) 

(消費者行動の変化、マージン低下) 

日本における人口動態の変化 

デジタル化 

メガトレンド 

トレーディング業務を中心とした 
伝統的な投資銀行業務の崩壊 

地政学的リスク(Brexit、米中貿易摩擦等) 

非伝統的な金融政策の正常化 



60

65
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80

85
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95

1950年 1975年 2000年 

男性 
女性 

2018年 

超高齢者層への取り組み 

1. 厚生労働省より、当社作成 
2. ファイナンシャル・ジェロントロジーは長寿・加齢が経済及び金融行動に与える影響を研究する学問 

75歳の平均余命1はさらに伸びる傾向 高齢者が安心して資産の有効活用を行うための取り組みを推進 
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 「一般社団法人 日本金融ジェロントロジー協会(仮称)」設立

に向けた共同研究を立上げ(10月) 

3’ 

2018年4月より、ハートフルパートナーを全国配置 

2016年 
 「長寿・加齢が経済及び金融行動に与える影響(ファイナンシャ

ル・ジェロントロジー2)に関する研究プロジェクト」を開始(10月) 

遺言信託 
取次件数の 
増加に寄与 

ハートフル 
パートナー 
設置部店 

11% 
21% 

179件 

2018年3月期 2018年4-10月 

ハートフルパートナー その他 

116件 

2017年4月 2018年4月以降 

18部店 149部店 

90.64 

87.03 

しかし、コンプライアンス上の観点から 
金融機関は積極的なサービス提供を 

控えてきた 



人口動態の変化を踏まえた対応 

1. 出所：一般社団法人全国銀行協会「よりよい銀行づくりのためのアンケート(2015年度)」より当社加工 

3 

 人口動態や金融資産動向を踏まえ、経営資源を再配置 
 都市部では、エリアが重複する店舗を見直し 

▲22店舗(▲12%) 

今後の方針 

狙い 
 多様な人材の集積により幅広いお客様ニーズに対応可

能 
 人材育成、店舗運営コストの低減 

地域金融機関との連携も模索 

33 

北海道・東北地方 
32兆円超 

関東地方 
57兆円超 

信越・北陸地方 
29兆円超 

東海地方 
31兆円超 九州・沖縄地方 

44兆円超 

中国地方 
23兆円超 

四国地方 
14兆円超 

近畿地方 
29兆円超 

全国地方銀行協会(2018年3月末時点) 
会員行：   64行 
店舗数： 7,496店 

金額は預金量 
個人預貯金口座を持つ金融機関のうち、最も利用
する金融機関が地銀の地域1 

178 

159 159 157 156 

120

140

160

180

2012年 
3月 

2014年 
3月 

2016年 
3月 

2018年 
3月 

2018年 
9月 

人材リソースの活用 

 お客様の状況・志向に合わせた人材の再配置 
 Pay for performanceの更なる徹底 

店舗は集約の方向 

今後3年間で部門コストを 10%程度削減 



お客様の状況・志向によって、適切な仕組み・人材・体制で、適切なサービスを、適切な価格で提供 

お客様の状況・志向に合わせたビジネス展開をさらに推し進める： 
ビジネスモデルの変革2.0 

34 

マスリテール 

マスアフルエント 

富裕層 

超富裕層 
+ 

法人 

3 4 

 専門性の高い人材の確保・育成 
  (現陣容を倍増) 
 複数担当制(アシスタント含め)の導入  

 パートナーの専門性強化 
 プロダクト・スペシャリストとRMとのダブル・

カバレッジ体制 
 パートナー支援ツールの構築 

 コンタクトセンターの進化 
 マーケティング・オートメーションの強化 
 職域顧客へのパイプライン強化 

 顧客の資産形成支援 
 デジタル化の推進 
 職域サービスの強化 

当社の方針 

 運用、不動産、相続、事業承継などの幅広い
サービス提供に加え、グループ全てのリソー
スを投入 

 特定プロダクト・サービスの提供 

 顧客ニーズに合わせた個別対面サービスの
提供 

 コンサル（バランスシートアプローチ） 

 顧客に合わせた非対面サービスの充実 
 職域サービスの充実 

 各種オンラインサービスの利便性向上 
 職域サービスの充実 

サービス提供の強化 

 高齢者向けサービス 対面 

オンライン
+電話中心 

デジタル 

 LINE証券 



(野村不動産) 

超富裕層、法人向けビジネスの強化 

超富裕層、法人のお客様への総合的なソリューション提供 

35 

野村證券 

野村信託銀行 

野村資産承継 
研究所 

野村バブコック 
アンドブラウン 

超富裕層(企業オーナー)、法人のお客様 

相続 

ローン 預金 

不動産の活用 

運用 

M&A 

野村キャピタル
パートナーズ 

事業承継 

グループの総合力を活かした 
ワンストップ・ソリューションの提供 

連携の強化 

プロフェッショナル
の増強 

3 

277.4 

2014年3月 2015年3月 2016年3月 2017年3月 2018年3月 2018年10月 

(10億円) 野村信託のローン残高 

本業支援 

 一般社団法人 ベンチャー型事業承継への協賛 
  (全国各地に若手後継者アトツギ支援メニューを提供) 

 未上場中堅企業を対象にした本業支援・知財流動化 
– 事業支援 
– 知財のライセンス支援 
– 知財売却支援 
– 無償ストックオプション 

今後、成長が見込まれる分野 

タックス・ 
プランニング 

リスク・キャピタル
の提供 



法人向けビジネスの強化：株主コミュニティの組成・運営を準備中 

1. 出所：野村資本市場研究所 

日本の非上場マーケットはほとんど整備されていない 

36 

3 

日本の法人のうち99%超を占める非上場企業に対して株主管理
に係る新サービスを提供 

非公開会社 

投資家(個人・法人) 

株主コミュニティ会員 

⑤非上場会社 
株式の売買 

③参加 

①提案・審査 

運営会社(証券会社) 

米 国 日 本 

証券取引所全体(3,620社) 

東証一部・二部(2,605社) 

マザーズ・JASDAQ(987社) 

TOKYO PRO Market  
(28社) 

株主コミュニティ 
(20社) 

証券取引所 
(4,331社) 

OTC市場 
(15,437社) 

シェアーズポスト等の 
未公開株式取引プラットフォーム 

(不明) 

上場企業 

未公開企業 

未公開企業 
(制限付有価証券) 

日米の株式流通制度の比較(2018年9月末時点)1 

非上場会社
のニーズ 

 同族外の株主からの買い取り請求への対応 
 株主管理の事務負担の軽減 
 ガバナンスの強化 

①株主コミュニティ
の設計 

②株主コミュニティ
組成・運営 

④情報開示 

株主 



お客様の状況・志向によって、適切な仕組み・人材・体制で、適切なサービスを、適切な価格で提供 

お客様の状況・志向に合わせたビジネス展開をさらに推し進める： 
ビジネスモデルの変革2.0 

37 

マスリテール 

マスアフルエント 

富裕層 

超富裕層 
+ 

法人 

3 4 

 専門性の高い人材の確保・育成 
  (現陣容を倍増) 
 複数担当制(アシスタント含め)の導入  

 パートナーの専門性強化 
 プロダクト・スペシャリストとRMとのダブル・

カバレッジ体制 
 パートナー支援ツールの構築 

 コンタクトセンターの進化 
 マーケティング・オートメーションの強化 
 職域顧客へのパイプライン強化 

 顧客の資産形成支援 
 デジタル化の推進 
 職域サービスの強化 

当社の方針 

 運用、不動産、相続、事業承継などの幅広い
サービス提供に加え、グループ全てのリソー
スを投入 

 特定プロダクト・サービスの提供 

 顧客ニーズに合わせた個別対面サービスの
提供 

 コンサル（バランスシートアプローチ） 

 顧客に合わせた非対面サービスの充実 
 職域サービスの充実 

 

 各種オンラインサービスの利便性向上 
 職域サービスの充実 

サービス提供の強化 

対面 

オンライン
+電話中心 

デジタル 

 LINE証券 

 高齢者向けサービス 



既存顧客に対する利便性向上、新たな資産形成層へのアクセス 

1. LINE調べ LINEアプリ 月間アクティブユーザー 2018年9月時点 
2. 日本国内MAUにおけるDAU(Daily Active User、1日に1回以上利用したユーザー)の割合、2018年9月時点 

「野村オンライン・ブランド」を確立 
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野村 LINE 

 創業93年の歴史に裏打ち
された金融ビジネスのノウ
ハウ 

 約7,800万人の国内MAU1 

 DAU/MAU比率2：85% 
 49歳以下の国内MAU：74% 

49% 51% 

LINE証券(営業開始に向けて準備中) 

100% 

LINE Financial 

LINEユーザー 

 スマートフォン専用、利便性の高いUI/UX 
 

 株式や投資信託の小口・少額投資の機会 

LINE株式会社との提携 

 コンタクトセンターの進化(リモート・コンサルティング機能の

充実) 

 マーケティング・オートメーションの強化 

 オンライン・サービスのUI/UXの向上 

 AIの活用、デジタル化の推進 

既存のお客様に対する利便性向上 

(兆円) (千口座) 

24.5 
29.3 27.5 

31.8 

37.0 38.5 

3,455  

3,000

3,200

3,400

3,600

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

2014/03 2015/03 2016/03 2017/03 2018/03 2018/09

預かり資産 残あり口座数(右軸) 



新たな資産形成層へのアクセス 

当社主導の独自の取り組みも新たなステージへ 
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 フィンテック委員会の設立 

 グループ・フィンテック委員会に改組 

 金融イノベーション推進支援室の設立 

 フィンテック委員会の海外各地域における整備 

 San Francisco Innovation Officeの設立 

 アセット・マネジメント部門に資産運用先端技術研究所「イノベー
ション・ラボ」設置 

2018年 

 ホールセール部門にDigital Office設立 

 営業部門に営業企画部新規ビジネス開発課を設立 

2017年 

2016年 

2015年 

グループ・レベルで、ビジネスにおける 
デジタル・トランスフォーメーションを更に推進 

グローバルなマスリテール向けにデジタル技術
を使った新たなサービス提供の可能性を模索 



成長分野の再確認 

当社の注力・成長分野 

対面によるコンサルティング・
サービス 

デジタル・プラットフォームを活用
したマス層へのアプローチ 
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成長余力の大きいアジア(特に
中国)でのビジネス展開 

グローバル 

日本 

5 

3 

4 

アジア 

政策、 
地政学的 
トレンド 

顧客ニーズの
変化 

(少子高齢化、都市部への個人金融資産シフト) 

(消費者行動の変化、マージン低下) 

日本における人口動態の変化 

デジタル化 

非伝統的な金融政策の正常化 

地政学的リスク(Brexit、米中貿易摩擦等) 

メガトレンド 

米国におけるプレゼンス拡大 

顧客ファイナンシング&ソリュー
ション、アドバイザリーの強化 1 

2 

トレーディング業務を中心とした 
伝統的な投資銀行業務の崩壊 



成長余力の大きいアジアでのビジネス展開：中国への本格参入 

中国におけるオンショア・プラットフォームの構築に向け、準備中 日中産業協力ファンド設立に向けた戦略的提携に関する覚書を締結 
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企業への投資を通じて、 
日中間の貿易・投資協力の深化を実現 

 想定ファンド総額： 1,000～2,000億円 
 

 出資対象： 中国市場への進出を希求する日本企業、中国系
企業および第三国企業 

 
 

 野村の富裕層ビジネスの実績・知見を活かし、勃興する中国
の富裕層個人向けビジネスから着手、ホールセール・ビジネ
スを含めた他ビジネスへと展開 
 
 

 改革開放の進展をにらみながら、将来的には総合証券会社
を目指す 

基本戦略 

野村 X社 

51% 49% 

野村東方国際証券有限公司 

 2018年5月8日、合弁による証券会社設立を中国証券監督管理
委員会(CSRC)に申請 

 2018年10月26日、中国CICおよび日系金融機関各社と日中産
業協力ファンド設立に向けた戦略的提携に関する覚書を締結 

野村 日系金融機関 
中国投資 

有限責任公司
(CIC) 

日中産業協力ファンド 

Y社 



本日のテーマ 

Vision C&Cの進捗状況 

金融業界の将来を決定付ける「メガトレンド」 

2 

3 

今後の持続的成長に向けて 4 

ビジネス環境 1 

資本効率改善に向けた取組み 5 
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Nomura Securities 
International 

(NSI) 

Nomura Global 
Financial Products 

Inc. (NGFP) 

地域間リソースの最適配分をさらに推進 

ブッキング戦略の進化： 
資本配分の更なる効率化、各地域の収益責任の明確化 

1. 規制当局から必要な承認等が得られることを前提とする 43 

EEA顧客  

Nomura Financial 
Products Europe 

(NFPE) 

日本顧客 

大手ブローカー・ディーラー 英国顧客 
グローバル・ 
ファンド、年金 

Nomura Singapore 
Limited 
(NSL) 

クライアント・フェイシン
グ・エンティティ 

顧客 

マーケット・リスク・ 
エンティティ 

今後の変更 

野村證券(NSC) 

Nomura Financial 
Products & 

Services, Inc. 
(NFPS) 

アジア関連ビジネス 

米州ビジネス 日本関連ビジネス 

 グローバルのブッキング・ハブと位置付けていたロンドン中間持株会社の資本を欧州ビジネスの必要額まで
縮減1(▲$2bn) 
 

 地域毎の透明性を更に高め、先ずは海外各地域で税前ROE>5%以上を達成できる体制構築を目指す 
– 低採算ビジネスの削減 
– 人的リソースの最適化 
– 欧州に滞留する資本を回収し、将来の成長分野への配賦を可能に1 

米州顧客  

今後のイメージ 

$3bn程度 
(約3,300億円) 

欧州ビジネス 

米州 
ビジネス 

欧州ビジネス 
約5割 

現在 

$5bn程度 
(約5,500億円) 

日本 
ビジネス 

アジア 
ビジネス 

ロンドン中間持株会社の 
資本状況 

アジア顧客 

バッファー 

バッファー 

Nomura 
International plc 

(NIplc) 



 IT設備等の調達方法見直し 

業務プロセスやオフィス・ロケーションの見直しなどを通じて、全社固定費を削減 

オペレーティング・モデルの見直し 

44 

 より付加価値の高い業務を可能とするため、業務プロセス
の見直し、定型業務を削減(RPA、AI活用等) 

 アウトソーシングの推進 

高コスト 
ロケーション 

70% 

オフショア・ 
ロケーション 高コスト 

ロケーション 
40% 

ニアショア・ 
ロケーション 

オフショア・ 
ロケーション 

現在 将来 

デジタリゼーション、 
アウトソーシング等 

購買の一元管理 

グローバル不動産戦略 

 購買改革によるマーケティング、外部専門家、その他物品
費用等の低減 

30%削減 

6-7%削減 

定型業務量 

対象費用 

 オフショアに加えて、ニアショア・ロケーションの活用を促進 

全社固定費 
 

今後4年間で 
600億円削減 
(2017年3月期比) 

30% 

60% 



4.5% 

2.5% 

普通株式等Tier1比率 

今後の規制変更に対応し得る充分な資本水準を維持 
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自己資本規制の 
最低要求水準 

(2019年、想定) 

ターゲット 

11%以上 

～8% 

17% 

2018年9月末 
実績 

2018年9月末のB/Sに 
バーゼル3最終化ルールを

当てはめた場合 
(Pro-forma) 

13～ 
14% 

トレーディング 
勘定の 

抜本的見直し 
(FRTB)※ 

バッファー 

その他の 
バーゼル3 
最終化※ 

 資本コストを上回ると期待
できる成長分野への投資 

 財務健全性の堅持 
 株主還元の強化など 

普通株等Tier 1 

その他 

資本保全バッファー 

不採算 
ビジネス 
見直しに 
よる改善 

2～3% 

1%前後 

自己資本規制上の最低要求水準と
ターゲット 

現行のB/Sにバーゼル3最終化 
ルールを当てはめた場合(Pro-forma) 

※2018年9月末のB/Sに
現時点で想定される最終
化ルールを当てはめた試
算値であり、今後のB/Sの
変動やバーゼル委員会に
よる規制の最終化、内部
モデルの明確化等で
CET1比率に与えるインパ
クトは変動します 

その他 
内部留保 

将来のイメージ 

市場環境 
改善に伴う 

リスク 
テイク増加 
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自己株式数 発行済株式数に占める自己株式の割合 

(百万株) 

自己株式の消却を実施 
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自己株式の 
保有・消却方針 

 自己株式の保有上限：発行済株式数の5%程度を目安 

 自己株式の消却方針：保有上限を超える部分は原則として消却 

10～11月の 
自己株式取得を加算 

2017年12月18日に消却 
 1.79億株 
 発行済株式総数の4.7% 

2018年12月17日に消却 
 1.5億株 
 発行済株式総数の4.1% 

34.9億株 36.4億株 発行済株式総数38.2億株 
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